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第１ 福岡タワー株式会社の概要 
 
 

１ 名称・設立年月日・所在地等 
ア 名   称   福岡タワー株式会社 
イ 設立年月日   昭和 62 年 10 月 14 日 
ウ 所 在 地   福岡市早良区百道浜 2 丁目 3 番 26 号 

 
 

２ 設立の目的 
市制 100 周年を記念したアジア太平洋博覧会のモニュメント，並びに福岡市の新たな観光

資源，またテレビ・ラジオ等の各種電波の集合化を目的として計画された福岡タワーの建設，

管理運営を行う。 
 
 

３ 事業内容 
・タワー等の観光･展望施設の運営 
・電波塔の管理運営 
・放送通信施設設置および通信情報収集並びに伝達処理に関する事業 
・音楽･美術･スポーツその他の文化的催事の運営 
・食堂，喫茶，売店施設の運営 
・駐車場の管理運営 
・不動産の賃貸 
・前各号に付帯し，関連する一切の事業 

 
 

４ 資本金 
３,０００,０００,０００円（平成 27 年 7 月 1 日現在） 
〔内 訳〕 
福  岡  市 １,０００,０００,０００ 円 （33.3%） 
九 州 電 力 ㈱ ２００,０００,０００ 円 （6.7%） 
Ｒ Ｋ Ｂ 毎 日 放 送 １９０,０００,０００ 円 （6.3%） 
日 本 放 送 協 会 １６０,０００,０００ 円 （5.3%） 
㈱西日本シティ銀行 １５０,０００,０００ 円 （5.0%） 
㈱ 福 岡 銀 行 １３０,０００,０００ 円 （4.3%） 
大 成 建 設 ㈱ １２０,０００,０００ 円 （4.0%） 
他（４３社） １,０５０,０００,０００ 円 （35.0%） 

 

５ 株式の状況 
① 会社が発行する株式の総数   ７６,０００株 
② 発行済株式の総数       ６０,０００株 
③ 株主数                ５０名 
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６  大株主の状況 

株 主 名 当社への出資状況 当社の大株主への出資状況 
持 株 数 議決権比率 持株数 出資比率 

福 岡 市           20,000 株 33.33％ －株 （－）％ 
九 州 電 力 ㈱           4,000 6.66 － （－） 
Ｒ Ｋ Ｂ 毎 日 放 送 ㈱ 3,800 6.33 － （－） 
日 本 放 送 協 会           3,200 5.33 － （－） 
㈱西日本シティ銀行 3,000 5.00 － （－） 
㈱ 福 岡 銀 行           2,600 4.33 － （－） 
大 成 建 設 ㈱ 2,400 4.00 － （－） 

㈱ 九 電 工 1,600 2.67 － （－） 
㈱ テ レ ビ 西 日 本 1,400 2.33 － （－） 
博 多 港 開 発 ㈱ 1,400 2.33 － （－） 

（注）１ 議決権比率は，小数点第二位未満を切り捨てて表示しております。 
 

７ 福岡市との関係 
（単位：円） 

平 成 26 年 度  決 算 額 債務 
保証 

損失 
補償 補助金 負担金 受託料 借  入  金 

― ― ― ― ― ― 

※平成 22 年 2 月 10 日に元金 696,000 千円及び利息 11,298 千円を返済しております。 
（市中金融機関からの低金利借入による借換え実施） 
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８ 組織及び社員配置状況 
（平成 27 年 7 月 1 日現在） 

 
（組織図） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ パートタイマー（券売員）：12 名 
 
 

（役 員） 
（平成 27 年 7 月 1 日現在） 

役   員 総数（常勤） 

内      訳 
固有 

（市退職

者） 

他団体 
（市退職者） 

市 関 係 者 

市兼務 市派遣 合 計 

総   数 １５（３） １（１） １３（０） １ ０ １ 

社   長 １（１） １（１） ０（０） ０ ０ ０ 

常務取締役 １（１） ０（０） １（０） ０ ０ ０ 

取 締 役 ９（０） ０（０） ８（０） １ ０ １ 

監 査 役 ４（１） ０（０） ４（０） ０ ０ ０ 
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（九州電力より出向） 

 

 

（福岡市退職者） 

 

 

（福岡銀行より出向） 

 

 

《常勤取締役  2名（内 1 名出向）》 

《常勤監査役  1名   （出向）》 

《社員総数  12名（内 1名出向）》 監査役会 

株主総会 

取締役会 

常勤監査役 

代表取締役社長 

常務取締役 

総 務 課 

課長１名 

社員４名 

営業部 

  部長（空席） 

総務部 

部長１名 

（西日本シティ銀行より出向） 

営 業 課 

課長１名 

社員４名 

総合企画 

プロジェクトチーム 

課長１名 



（社 員）  
                              （平成 27 年 7 月 1 日現在） 

組  織 総数 
内      訳 

嘱託社員 
（市退職者） 固有 

（市退職者） 他団体 
市関係者 

市兼務 市派遣 合計 
総  数 １２ １１（０） １ ０ ０ ０ ０（０） 

総 
務 
部 

総 数 ６ ５（０） １ ０ ０ ０ ０（０） 
部 長 １ ０（０） １ ０ ０ ０ ０（０） 
課 長 １ １（０） ０ ０ ０ ０ ０（０） 
総務課 ４ ４（０） ０ ０ ０ ０ ０（０） 

営 
業 
部 

総 数 ５ ５（０） ０ ０ ０ ０ ０（０） 
部 長 ０ ０（０） ０ ０ ０ ０ ０（０） 
課 長 １ １（０） ０ ０ ０ ０ ０（０） 
営業課 ４ ４（０） ０ ０ ０ ０ ０（０） 

総合企画ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 
課 長 １ １（０） ０ ０ ０ ０ ０（０） 

 
９ 役員名簿 

     （平成 27 年 7 月 1 日現在） 
役員の名称 氏    名 就 任 年 月 日 市または民間における役職名 

代表取締役社長 半 田 清 美 平成 24 年 6 月 12 日  

常 務 取 締 役 田 村 治 宏 平成 22 年 6 月 16 日  

取  締  役 重 光 知 明 平成 26 年 6 月 17 日 福岡市経済観光文化局長 

取  締  役 松 田 英 紀 平成 25 年 6 月 13 日 RKB 毎日放送株式会社 
専務取締役 

取  締  役 田 口 五 朗 平成 24 年 6 月 12 日 株式会社 NHK ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ 
執行役員 

取  締  役 高 木 敏 弘 平成 24 年 6 月 12 日 株式会社テレビ西日本 
代表取締役社長 

取  締  役 酒 見 俊 夫 平成 25 年 6 月 13 日 西部瓦斯株式会社 
代表取締役社長 

取  締  役 竹 島 和 幸 平成 26 年 6 月 17 日 西日本鉄道株式会社 
代表取締役会長 

取  締  役 長 岡 哲 雄 平成 19 年 6 月 13 日 九州朝日放送株式会社 
専務取締役 

取  締  役 盛 山 弘 一 平成 25 年 9 月 26 日 西日本電信電話株式会社 
ﾋﾞｼﾞﾈｽ営業本部 理事 

取  締  役 松 尾   悟 平成 26 年 6 月 17 日 株式会社西日本新聞社 
常務取締役 

常 勤 監 査 役 嘉 悦   孝 平成 21 年 6 月 18 日  

監 査 役 石 原   隆 平成 26 年 6 月 17 日 株式会社西日本ｼﾃｨ銀行 
執行役員 地域振興部長 

監 査 役 西 園 明 廣 平成 25 年 6 月 13 日 株式会社福岡放送 
専務取締役  

監 査 役 井 上  司 平成 23 年 6 月 10 日 株式会社 TVQ 九州放送 
常務取締役 
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第２ 平成 27 年度事業計画等 
 
 

１ 事業計画 
平成２７年度，当社は，放送施設賃貸料やテナント賃貸料の減少など収益悪化要因がある中，積極

的な営業活動や顧客満足度向上施策の実施により，３８万１千人の展望客を確保し，安定的な利益確

保を図ってまいります。 

  なお，平成２７年度の重点項目は以下の４項目であります。 
 

①「展望客の確保」 
展望客３８万１千人の確保を図るべく，イルミネーションの更なる改善と夜景を組み合わせたイ

ベントを実施するとともに国内外に向けた広報宣伝活動の展開により，集客の強化に努めてまいり

ます。 
 

②「ホール・広場等施設の有効活用」 
既往先のアフターフォローによる継続利用の確保に取り組むとともに，快適な利用環境の提供を

はじめとした顧客満足度向上に努めてまいります。 
 

③「放送通信施設利用の促進と管理」 
    今夏，本放送開始予定の VHF-LOW 帯マルチメディア放送の対応を行ってまいります。 
 
  ④「施設設備の改善および維持管理の徹底」 
    建物診断（平成２５年度実施）の調査結果を踏まえ，施設の補修・更新を適切に実施してまいり

ます。 
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２ 収支計画書（平成 27 年 4 月１日から平成 28 年 3 月 31 日まで） 
（単位：百万円）  

  ２６年度 ２７年度 差 
科   目 実績 計画 （B－A） 

  A B C 
営 業 収 益 692 665 △27 
展望料 231 217 △14 
放送施設賃貸料 323 317 △6 
テナント売上歩合 6 7 1 
テナント賃貸料 37 33 △4 
会場使用料 27 24 △3 
共益費収入 32 31 △1 
広告収入 3 3 0 
駐車場収入 21 20 △1 
その他 12 13 1 

営 業 費 用 548 556 8 
人件費 117 121 4 
管理保全費 117 106 △11 
給水光熱費 18 18 0 
事務経費 21 21 0 
広告宣伝費 20 29 9 
業務委託費 40 47 7 
租税公課 57 57 0 
減価償却費 147 146 △1 
その他 11 11 0 

営 業 利 益 144 109 △35 
営業外収益 0 0 0 
  受取配当金 0 0 0 
受取利息 0 0 0 
雑益 0 0 0 

営業外費用 12 9 △3 
支払利息 12 9 △3 
雑損 0 0 0 

経 常 利 益 132 100 △32 

特 別 損 益 0 0 0 
税 引 前 利 益 132 100 △32 
法 人 税 等 50 37 △13 
法人税等調整額 0 0 0 
当 期 純 利 益 82 63 △19 

※ 百万円単位のため，端数調整あり 
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第３ 平成 26 年度事業報告等  
 

１ 会社の現況に関する事項 
（１）事業の経過及びその成果  

     平成 26 年度は，放送施設賃貸料の減少や消費税引上げ後の展望料価格の据え置きなどによる収

益減少が懸念された中，以下の４項目を重点に事業活動を展開してまいりました。 
 

① 「展望客の確保」 
外国人観光客の増加や新イルミネーション効果による夜間展望者の増加などにより，展望者数 

は前年度実績を上回り，１５年ぶりに４０万人を超えました。 

 
② 「ホール・広場等施設の有効活用」 

展示会やイベント誘致に向けた営業活動が奏功し，前年度実績を大幅に上回りました。 

 
③ 「放送通信施設利用の促進と管理」 

平成２６年度夏期に予定していた VHF-LOW 帯マルチメディア放送の本放送が，平成２７年度

夏期に延期されたことに伴う対応を行いました。 

 

④ 「施設設備の改善および維持管理の徹底」 

老朽化対策として，低層棟屋上防水工事，タワー屋外投光器更新，駐車場システム更新などを

実施するとともに，リスクマネジメントの観点から防犯カメラシステムを更新しました。 
 
以上のような事業活動の結果，当事業年度の売上高は６９１百万円と前事業年度に比べ８百万

円（１.２％増）の増収，また，営業利益は１４４百万円と前事業年度とほぼ同水準，経常利益は

１３１百万円と前事業年度に比べ５百万円（４.７％増）の増益，当期純利益は８１百万円と前事

業年度に比べ５百万円（７.４％増）の増益となりました。 
  

なお，各売上高の状況は次のとおりであります。 
 

区  分 
平成 25 年度 平成 26 年度 増  減 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 前期比 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

展望料 ２２０ ３２．２ ２３１ ３３．４ １１ １０５．０ 
放送施設賃貸料 ３２９ ４８．２ ３２２ ４６．７ △６ ９８．０ 
テナント収入 ４５ ６．６ ４３ ６．２ △２ ９５．３ 
共益費収入 ３１ ４．６ ３２ ４．６ ０ １０２．８ 
会場使用料 ２２ ３．４ ２６ ３．９ ３ １１６．８ 
駐車場収入 ２１ ３．１ ２１ ３．０ △０ ９９．４ 
その他の収入 １３ １．９ １４ ２．２ １ １１３．０ 
合    計 ６８３ １００．０ ６９１ １００．０ ８ １０１．２ 

                               注）記載金額は単位未満の端数を切り捨てて表示 
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（２）資金調達の状況 
特記すべき資金調達はありません。 

 
（３）設備投資の状況 

当事業年度において実施した設備投資の総額は，４６百万円であり，その主なものは次のとおり

であります。 
屋外投光器               ２３百万円 
駐車場システム              ７百万円 
防犯カメラシステム            ７百万円 
 

（４）財産及び損益の状況の推移 
 

区 分 
第２５期 

 
（平成２４年３月期） 

第２６期 
 

（平成２５年３月期） 

第２７期 
 

（平成２６年３月期） 

第２８期 
（当事業年度） 
（平成２７年３月期） 

（百万円） 
売 上 高 ６４７ ６８８ ６８３ ６９１ 

（百万円） 
経 常 利 益 １１６ １２４ １２５ １３１ 

（百万円） 
当 期 純 利 益 ６５ ７６ ７６ ８１ 

（円） 
1 株当たり当期純利益 １,０９４ １,２７２ １,２６８ １,３６３ 

（百万円） 
総 資 産 ４,５４５ ４,５２０ ４,５８１ ４,５０４ 

（百万円） 
純 資 産 ３,４９１ ３,５６８ ３,６４４ ３,７２６ 

（円） 
1 株当たり純資産 ５８,１９６ ５９,４６９ ６０,７３７ ６２,１００ 
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２ 貸借対照表（平成 27 年 3 月 31 日現在） 
 

（単位：千円）  

科    目 金   額 科    目 金   額 
（ 資 産 の 部 ） 

流動資産 
現金及び預金 
売 掛 金 
前 払 費 用 
繰延税金資産 
そ の 他 

固定資産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
什 器 備 品 
リース資産 
土 地 

無形固定資産 
電 話 加 入 権 
商 標 権 

 
３３２,５３４ 
３０６,７７６ 

７,９５０ 
６,３３３ 
６,４９９ 
４,９７４ 

４,１７２,０００ 
４,１２５,９７３ 

７９３,１６９ 
２,０５５,４５６ 

３６,１５７ 
５,１６９ 

１,２３６,０２０ 
１,０７６ 

６７８ 
３９７ 

（ 負 債 の 部 ） 
流動負債 

1年以内に返済予定の 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未払法人税等 
未払消費税等 
未 払 費 用 
預 り 金 
前 受 収 益 

固定負債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
預り保証金･敷金 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
 

 
３１５,９１２ 

 

１７０,４１２ 

２,２５５ 
４８,９０６ 
２９,８９９ 
２３,１１３ 

９,０１３ 
９６１ 

３１,３４９ 
４６２,５７６ 
３２８,２３３ 

３,１７２ 
８４,９１０ 
４２,６３１ 

３,６３０ 

投資その他の資産 ４４,９５０ 負  債  合  計 ７７８,４８８ 

投資有価証券 
繰延税金資産 
そ の 他 

１０,０００ 
１５,３７３ 
１９,５７６ 

 

（ 純 資 産 の 部 ） 
株主資本 
資本金 
利益剰余金 
その他利益剰余金 
繰越利益剰余金  

 
３,７２６,０４６ 
３,０００,０００ 

７２６,０４６ 
７２６,０４６ 
７２６,０４６ 

  純 資 産 合 計 ３,７２６,０４６ 

資  産  合  計 ４,５０４,５３４ 負債及び純資産合計 ４,５０４,５３４ 

（注）記載金額は，千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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３ 損益計算書（平成 26 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日現在） 
 

（単位：千円）    
科      目 金     額 

売 上 高 
 

６９１,６８８ 
売 上 原 価  ３４２,５４７ 

売 上 総 利 益 
販売費及び一般管理費 

 ３４９,１４０ 
２０５,０３１ 

営 業 利 益           
営 業 外 収 益           

受 取 利 息 及 び 配 当 金 
そ の 他 

営 業 外 費 用           
支 払 利 息           
そ の 他 の 営 業 外 費 用 

 
 

３５９ 
１１３ 

１４４,１０９ 
 
 

４７３ 
 
 

１２,７０６ 

 
１２,０６５ 

６４１ 
経 常 利 益  １３１,８７６ 
税 引 前 当 期 純 利 益  １３１,８７６ 
法人税，住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

４９,９９６ 
９０ 

 
５０,０８６ 

当 期 純 利 益  ８１,７８９ 

（注）記載金額は，千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 
  

４ 株主資本等変動計算書（平成 26 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日現在） 
 

（単位：千円） 
 株      主      資      本 

 

資  本  金 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計  そ の 他 利 益 剰 余 金 

 繰 越 利 益 剰 余 金 

当期首残高 ３,０００,０００ ６４４,２５６ ３,６４４,２５６ 

当期変動額    

当期純利益  ８１,７８９ ８１,７８９ 

当期変動額合計  ８１,７８９ ８１,７８９ 

当期末残高 ３,０００,０００ ７２６,０４６ ３,７２６,０４６ 

（注）記載金額は，千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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５ 重要な会計方針 
 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券は，すべて「その他有価証券（時価のないもの）」であり，移動平均法による原価法に

よって評価しております。 
 
（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産除く） 
定額法を採用しております。なお主な耐用年数は，次のとおりであります。 
建 物   ６年 ～ ４７年 
構築物   ８年 ～ ５０年 

     ② リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は，リース期間を耐用年数とし，

残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 

（３）引当金の計上基準 
① 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務の見込額(期末自己都合要支給額

の１００％)に基づき計上しております。 
② 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため，内規に基づく必要額を計上しております。 
 
（４）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっております。 
 
 
６ 契約金額が３億円以上の工事又は製造の請負の契約 

  
   該当なし 
 
 
 
７ 契約金額が 4,000 万円以上の不動産等の買入れ等の契約 

  
   該当なし 
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